　川越市地区計画区域内における建築物の制限に関する条例
新旧対照表
	新
	旧

	　（目的）
第１条　この条例は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第６８条の２第１項の規定に基づき、地区計画の区域（地区整備計画が定められている区域に限る。）内の建築物の用途、構造及び敷地に関する制限を定めることにより、当該区域における適正な都市機能と健全な都市環境を確保することを目的とする。
　（定義）
第２条　この条例における用語の意義は、別に定めるもののほか、法及び建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）の定めるところによる。
　（適用区域）
第３条　この条例は、別表第１に掲げる区域に適用する。
　（建築物の用途の制限）
第４条　前条に規定する区域（その区域に係る地区整備計画において、当該区域を２以上の地区に区分している場合においては、その区分されたそれぞれの地区の区域。以下「計画地区」という。）内においては、別表第２に掲げる計画地区の区分に応じ、それぞれ同表ア欄に掲げる建築物以外の建築物は、建築してはならない。
　（建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合の最高限度）
第５条　建築物の延べ面積（同一敷地内に２以上の建築物がある場合においては、その延べ面積の合計）の敷地面積に対する割合は、別表第２に掲げる計画地区の区分に応じ、それぞれ同表イ欄に掲げる数値以下でなければならない。
２　前項に規定する建築物の延べ面積には、自動車車庫その他の専ら自動車又は自転車の停留又は駐車のための施設（誘導車路、操車場所及び乗降場を含む。）の用途に供する部分の床面積は、当該敷地内の建築物の各階の床面積の合計（同一敷地内に２以上の建築物がある場合においては、それらの建築物の各階の床面積の合計の和）の５分の１を限度として算入しないものとする。
　（建築物の建築面積の敷地面積に対する割合の最高限度）
第６条　建築物の建築面積（同一敷地内に２以上の建築物がある場合においては、その建築面積の合計）の敷地面積に対する割合は、別表第２に掲げる計画地区の区分に応じ、それぞれ同表ウ欄に掲げる数値以下でなければならない。
　（建築物の敷地面積の最低限度）
[bookmark: _Hlk157778075]第７条　建築物の敷地面積は、別表第２に掲げる計画地区の区分に応じ、それぞれ同表エ欄に掲げる数値以上でなければならない。
２　前項の規定の施行又は適用の際、現に建築物の敷地として使用されている土地で同項の規定に適合しないもの又は現に存する所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用するならば同項の規定に適合しないこととなる土地について、その全部を一の敷地として使用する場合においては、同項の規定は、適用しない。ただし、次の各号のいずれかに該当する土地については、この限りでない。
　(1)　前項に規定する建築物の敷地面積の最低限度が変更された際、建築物の敷地面積の最低限度に関する従前の制限に違反していた建築物の敷地又は所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用するならば当該制限に違反することとなった土地
　(2)　前項の規定に適合するに至った建築物の敷地又は所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用するならば同項の規定に適合するに至った土地
　（外壁等の位置の制限）
第８条　建築物の外壁等の位置の制限については、別表第２に掲げる計画地区の区分に応じ、それぞれ同表オ欄に定めるところによる。
　（建築物の最高の高さ及び各部分の高さの最高限度）
第９条　建築物の最高の高さ及び各部分の高さは、別表第２に掲げる計画地区の区分に応じ、それぞれ同表カ欄に掲げる数値以下でなければならない。ただし、同欄に日影に関する建築物の高さの制限又は建築物の各部分の高さの制限について特に定めがある計画地区にあっては、当該地区計画における建築物の最高の高さ又は建築物の各部分の高さは、同欄に定めるところによらなければならない。
　（建築物の敷地が計画地区の区域の内外にわたる場合等の措置）
第１０条　建築物の敷地が第３条に規定する区域の外と一の計画地区にわたる場合においては、その建築物又はその敷地の全部について、当該計画地区に係る第４条及び第７条の規定を適用する。
２　建築物の敷地が計画地区の２以上にわたる場合においては、その建築物又はその敷地の全部について、当該敷地の過半の属する計画地区に係る第４条及び第７条の規定を適用する。ただし、圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側笠幡地区地区整備計画の計画地区にあっては、この限りでない。
３　建築物の敷地が第３条に規定する区域の外と一の計画地区にわたる場合又は建築物の敷地が計画地区の２以上にわたる場合においては、その建築物の部分又はその敷地の部分について、当該敷地の属する計画地区に係る前２条の規定を適用する。
　（既存の建築物に対する制限の緩和）
第１１条　法第３条第２項の規定により第４条、第５条、第８条又は第９条の規定の適用を受けない建築物について、規則で定める範囲内において増築、改築、大規模の修繕又は大規模の模様替えをする場合においては、法第３条第３項第３号及び第４号の規定にかかわらず、第４条、第５条、第８条又は第９条の規定は、適用しない。
　（許可による特例）
第１２条　この条例の規定は、市長が公益上必要な建築物で用途上又は構造上やむを得ないものと認めて許可したもの及びその敷地については、当該許可の範囲内において、適用しない。
２　この条例の規定は、市長が計画地区内の土地の利用状況等に照らし、当該計画地区内における適正な都市機能と健全な都市環境の確保に支障を及ぼすおそれがないものと認めて許可した建築物及びその敷地については、当該許可の範囲内において、適用しない。
　（委任）
第１３条　この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。
（罰則）
第１４条　次の各号のいずれかに該当する者は、５０万円以下の罰金に処する。
　(1)　第４条又は第７条の規定に違反した場合（次号に規定する場合を除く。）における当該建築物の建築主
　(2)　建築物を建築した後に当該建築物の敷地を分割したことにより、第７条の規定に違反することとなった場合における当該建築物の敷地の所有者、管理者又は占有者
　(3)　第５条、第６条、第８条又は第９条の規定に違反した場合における当該建築物の設計者（設計図書を用いないで工事を施工し、又は設計図書に従わないで工事を施工した場合においては、当該建築物の工事施工者）
　(4)　法第８７条第２項において準用する第４条の規定に違反した場合における当該建築物の所有者、管理者又は占有者
２　前項第３号に規定する違反があった場合において、その違反が建築主の故意によるものであるときは、当該設計者又は工事施工者を罰するほか、当該建築主に対して同項の罰金刑を科する。
第１５条　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関して、前条の違反行為をした場合においては、その行為者を罰するほか、その法人又は人に対して同条第１項の罰金刑を科する。
　　　附　則
　この条例は、平成１２年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成２１年３月２５日条例第９号）
　この条例は、平成２１年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成２４年６月２２日条例第２７号）
１　この条例は、平成２４年７月１日から施行する。ただし、第１４条第１項の改正規定及び次項の規定は、同年８月１日から施行する。
２　第１４条第１項の改正規定の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。
　　　附　則（平成２６年３月２０日条例第１６号）
　この条例は、平成２６年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成３０年３月２０日条例第３１号）
　この条例は、平成３０年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成３０年１２月２１日条例第６４号）
　この条例は、公布の日から施行する。
　　　附　則（令和７年９月２９日条例第３２号）
　この条例は、令和７年１０月１日から施行する。
附　則（令和〇年〇月〇日条例第〇号）
　この条例は、令和〇年〇月〇日から施行する。
別表第１（第３条関係）
	名称
	区域

	上戸新町地区地区整備計画区域
	平成９年川越市告示第１１５号に定める川越都市計画上戸新町地区地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められた区域

	鴨田地区地区整備計画区域
	平成１９年川越市告示第５９６号に定める川越都市計画鴨田地区地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められた区域

	新河岸駅周辺地区地区整備計画区域
	平成２５年川越市告示第７１４号に定める川越都市計画新河岸駅周辺地区地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められた区域

	東田町地区地区整備計画区域
	平成２３年川越市告示第７７６号に定める川越都市計画東田町地区地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められた区域

	本川越駅西口周辺地区地区整備計画区域
	平成３０年川越市告示第５００号に定める川越都市計画本川越駅西口周辺地区地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められた区域

	霞ケ関駅北口周辺地区地区整備計画区域
	平成３０年川越市告示第５００号に定める川越都市計画霞ケ関駅北口周辺地区地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められた区域

	増形地区地区整備計画区域
	平成３０年川越市告示第５００号に定める川越都市計画増形地区地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められた区域

	圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側笠幡地区地区整備計画区域
	令和６年川越市告示第６７４号に定める川越都市計画圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側笠幡地区地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められた区域

	中福地区地区整備計画区域
	令和８年川越市告示第６９６号に定める川越都市計画中福地区地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められた区域







	　（目的）
第１条　この条例は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第６８条の２第１項の規定に基づき、地区計画の区域（地区整備計画が定められている区域に限る。）内の建築物の用途、構造及び敷地に関する制限を定めることにより、当該区域における適正な都市機能と健全な都市環境を確保することを目的とする。
　（定義）
第２条　この条例における用語の意義は、別に定めるもののほか、法及び建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）の定めるところによる。
　（適用区域）
第３条　この条例は、別表第１に掲げる区域に適用する。
　（建築物の用途の制限）
第４条　前条に規定する区域（その区域に係る地区整備計画において、当該区域を２以上の地区に区分している場合においては、その区分されたそれぞれの地区の区域。以下「計画地区」という。）内においては、別表第２に掲げる計画地区の区分に応じ、それぞれ同表ア欄に掲げる建築物以外の建築物は、建築してはならない。
　（建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合の最高限度）
第５条　建築物の延べ面積（同一敷地内に２以上の建築物がある場合においては、その延べ面積の合計）の敷地面積に対する割合は、別表第２に掲げる計画地区の区分に応じ、それぞれ同表イ欄に掲げる数値以下でなければならない。
２　前項に規定する建築物の延べ面積には、自動車車庫その他の専ら自動車又は自転車の停留又は駐車のための施設（誘導車路、操車場所及び乗降場を含む。）の用途に供する部分の床面積は、当該敷地内の建築物の各階の床面積の合計（同一敷地内に２以上の建築物がある場合においては、それらの建築物の各階の床面積の合計の和）の５分の１を限度として算入しないものとする。
　（建築物の建築面積の敷地面積に対する割合の最高限度）
第６条　建築物の建築面積（同一敷地内に２以上の建築物がある場合においては、その建築面積の合計）の敷地面積に対する割合は、別表第２に掲げる計画地区の区分に応じ、それぞれ同表ウ欄に掲げる数値以下でなければならない。
　（建築物の敷地面積の最低限度）
第７条　建築物の敷地面積は、別表第２に掲げる計画地区の区分に応じ、それぞれ同表エ欄に掲げる数値以上でなければならない。
２　前項の規定の施行又は適用の際、現に建築物の敷地として使用されている土地で同項の規定に適合しないもの又は現に存する所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用するならば同項の規定に適合しないこととなる土地について、その全部を一の敷地として使用する場合においては、同項の規定は、適用しない。ただし、次の各号のいずれかに該当する土地については、この限りでない。
　(1)　前項に規定する建築物の敷地面積の最低限度が変更された際、建築物の敷地面積の最低限度に関する従前の制限に違反していた建築物の敷地又は所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用するならば当該制限に違反することとなった土地
　(2)　前項の規定に適合するに至った建築物の敷地又は所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用するならば同項の規定に適合するに至った土地
　（外壁等の位置の制限）
第８条　建築物の外壁等の位置の制限については、別表第２に掲げる計画地区の区分に応じ、それぞれ同表オ欄に定めるところによる。
　（建築物の最高の高さ及び各部分の高さの最高限度）
第９条　建築物の最高の高さ及び各部分の高さは、別表第２に掲げる計画地区の区分に応じ、それぞれ同表カ欄に掲げる数値以下でなければならない。ただし、同欄に日影に関する建築物の高さの制限又は建築物の各部分の高さの制限について特に定めがある計画地区にあっては、当該地区計画における建築物の最高の高さ又は建築物の各部分の高さは、同欄に定めるところによらなければならない。
　（建築物の敷地が計画地区の区域の内外にわたる場合等の措置）
第１０条　建築物の敷地が第３条に規定する区域の外と一の計画地区にわたる場合においては、その建築物又はその敷地の全部について、当該計画地区に係る第４条及び第７条の規定を適用する。
２　建築物の敷地が計画地区の２以上にわたる場合においては、その建築物又はその敷地の全部について、当該敷地の過半の属する計画地区に係る第４条及び第７条の規定を適用する。ただし、圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側笠幡地区地区整備計画の計画地区にあっては、この限りでない。
３　建築物の敷地が第３条に規定する区域の外と一の計画地区にわたる場合又は建築物の敷地が計画地区の２以上にわたる場合においては、その建築物の部分又はその敷地の部分について、当該敷地の属する計画地区に係る前２条の規定を適用する。
　（既存の建築物に対する制限の緩和）
第１１条　法第３条第２項の規定により第４条、第５条、第８条又は第９条の規定の適用を受けない建築物について、規則で定める範囲内において増築、改築、大規模の修繕又は大規模の模様替えをする場合においては、法第３条第３項第３号及び第４号の規定にかかわらず、第４条、第５条、第８条又は第９条の規定は、適用しない。
　（許可による特例）
第１２条　この条例の規定は、市長が公益上必要な建築物で用途上又は構造上やむを得ないものと認めて許可したもの及びその敷地については、当該許可の範囲内において、適用しない。
２　この条例の規定は、市長が計画地区内の土地の利用状況等に照らし、当該計画地区内における適正な都市機能と健全な都市環境の確保に支障を及ぼすおそれがないものと認めて許可した建築物及びその敷地については、当該許可の範囲内において、適用しない。
　（委任）
第１３条　この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。
（罰則）
第１４条　次の各号のいずれかに該当する者は、５０万円以下の罰金に処する。
(1)　第４条又は第７条の規定に違反した場合（次号に規定する場合を除く。）における当該建築物の建築主
(2)　建築物を建築した後に当該建築物の敷地を分割したことにより、第７条の規定に違反することとな
った場合における当該建築物の敷地の所有者、管理者又は占有者
(3)　第５条、第６条、第８条又は第９条の規定に違反した場合における当該建築物の設計者（設計図書を用いないで工事を施工し、又は設計図書に従わないで工事を施工した場合においては、当該建築物の工事施工者）
(4)　法第８７条第２項において準用する第４条の規定に違反した場合における当該建築物の所有者、管理者又は占有者
２　前項第３号に規定する違反があった場合において、その違反が建築主の故意によるものであるときは、当該設計者又は工事施工者を罰するほか、当該建築主に対して同項の罰金刑を科する。
第１５条　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関して、前条の違反行為をした場合においては、その行為者を罰するほか、その法人又は人に対して同条第１項の罰金刑を科する。
　　　附　則
　この条例は、平成１２年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成２１年３月２５日条例第９号）
　この条例は、平成２１年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成２４年６月２２日条例第２７号）
１　この条例は、平成２４年７月１日から施行する。ただし、第１４条第１項の改正規定及び次項の規定は、同年８月１日から施行する。
２　第１４条第１項の改正規定の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。
　　　附　則（平成２６年３月２０日条例第１６号）
　この条例は、平成２６年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成３０年３月２０日条例第３１号）
　この条例は、平成３０年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成３０年１２月２１日条例第６４号）
　この条例は、公布の日から施行する。
附　則（令和７年９月２９日条例第３２号）
この条例は、令和７年１０月１日から施行する。


別表第一（第三条関係）
	名称
	区域

	上戸新町地区地区整備計画区域
	平成９年川越市告示第１１５号に定める川越都市計画上戸新町地区地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められた区域

	鴨田地区地区整備計画区域
	平成１９年川越市告示第５９６号に定める川越都市計画鴨田地区地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められた区域

	新河岸駅周辺地区地区整備計画区域
	平成２５年川越市告示第７１４号に定める川越都市計画新河岸駅周辺地区地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められた区域

	東田町地区地区整備計画区域
	平成２３年川越市告示第７７６号に定める川越都市計画東田町地区地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められた区域

	本川越駅西口周辺地区地区整備計画区域
	平成３０年川越市告示第５００号に定める川越都市計画本川越駅西口周辺地区地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められた区域

	霞ケ関駅北口周辺地区地区整備計画区域
	平成３０年川越市告示第５００号に定める川越都市計画霞ケ関駅北口周辺地区地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められた区域

	増形地区地区整備計画区域
	平成３０年川越市告示第５００号に定める川越都市計画増形地区地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められた区域

	圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側笠幡地区地区整備計画区域
	令和６年川越市告示第６７４号に定める川越都市計画圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側笠幡地区地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められた区域














	別表第２（第４条―第９条関係）
	名称
	計画地区
	ア
	イ
	ウ
	エ
	オ
	カ

	上戸新町地区地区整備計画区域
	Ａ地区（上戸新町地区地区計画の計画図に表示するＡ地区をいう。）
	１　住宅（長屋、共同住宅及び店舗兼用住宅を除く。以下同じ。）
２　自治会集会所
３　公益上必要な建築物
４　前３号に規定する建築物に附属する物置及び自動車車庫その他これに類するもの。ただし、第１号に規定する建築物に附属する物置は、面積５平方メートル以下、最大幅３メートル以下、軒の高さ２.３メートル以下とし、自動車車庫その他これに類するものは、面積１５平方メートル以下で、壁面のない構造とする。
	１０分の１０
	１０分の５
	１３５平方メートル。ただし、路地状敷地については、路地状部分を除いた面積とする。
	建築物（物置及び自動車車庫その他これに類するものを除く。）の外壁又はこれに代わる柱の面から敷地の境界線までの距離は、１メートル以上とする。ただし、敷地面積が次の各号のいずれかに該当する場合は、当該各号に定める距離以上とする。
１　１００平方メートル未満の場合　０.５メートル
２　１００平方メートル以上１３５平方メートル未満の場合　南北１メートル、東西０.８メートル
	１　建築物の最高の高さ　９メートル
２　建築物の各部分の高さ　当該部分から前面道路の反対側の境界線又は隣地境界線までの真北方向の水平距離に１.２５を乗じて得た数値に５メートルを加えた数値

	
	Ｂ地区（上戸新町地区地区計画の計画図に表示するＢ地区をいう。）
	１　住宅
２　共同住宅
３　店舗兼用住宅
４　公益上必要な建築物
５　前各号に規定する建築物に附属する物置及び自動車車庫その他これに類するもの。ただし、第１号に規定する建築物に附属する物置は、面積５平方メートル以下、最大幅３メートル以下、軒の高さ２.３メートル以下とし、自動車車庫その他これに類するものは、面積１５平方メートル以下で、壁面のない構造とする。
	１０分の１０
	１０分の５
	１３５平方メートル。ただし、路地状敷地については、路地状部分を除いた面積とする。
	建築物（物置及び自動車車庫その他これに類するものを除く。）の外壁又はこれに代わる柱の面から敷地の境界線までの距離は、１メートル以上とする。ただし、敷地面積が次の各号のいずれかに該当する場合は、当該各号に定める距離以上とする。
１　１００平方メートル未満の場合　０.５メートル
２　１００平方メートル以上１３５平方メートル未満の場合　南北１メートル、東西０.８メートル
	１　建築物の最高の高さ　９メートル
２　建築物の各部分の高さ　当該部分から前面道路の反対側の境界線又は隣地境界線までの真北方向の水平距離に１.２５を乗じて得た数値に５メートルを加えた数値

	鴨田地区地区整備計画区域
	工業団地地区（鴨田地区地区計画の計画図に表示する工業団地地区をいう。）
	次の各号のいずれかに該当する建築物以外の建築物
１　法別表第２（わ）項に掲げる建築物。ただし、物品販売業を営む店舗（専ら性的好奇心をそそる写真その他の物品の販売を目的とする店舗その他これに類するものを除く。）又は飲食店の用途に供する建築物のうち、その用途に供する部分の床面積の合計が１５０平方メートル以下のものを除く。

２　カラオケボックスその他これに類する建築物
３　神社、寺院、教会その他これらに類する建築物
４　公衆浴場
５　診療所
６　老人福祉センター、児童厚生施設その他これらに類する建築物
７　自動車教習所
８　畜舎
	
	１０分の６
	３,０００平方メートル
	１　建築物の外壁又はこれに代わる柱（自動車車庫その他これに類するものの柱を除く。次号から第４号までにおいて同じ。）の面から道路の境界線までの距離は、次号に規定するものを除き、４メートル以上とする。
２　道路に接して１５メートル又は７.５メートルの緩衝帯を設けた箇所は、建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路の境界線までの距離は、当該緩衝帯の幅以上とする。
３　建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から隣地の境界線までの距離は、次号に規定するものを除き、２メートル以上とする。
４　建築物の敷地が調整池の北側に接している場合は、建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から調整池の北側の境界線までの距離は、４メートル以上とする。
	建築物の最高の高さ　２５メートル

	
	周辺地区（鴨田地区地区計画の計画図に表示する周辺地区をいう。）
	１　農業の生産資材の貯蔵又は保管の用に供する建築物
２　農機具等収納施設
	
	１０分の６
	
	１　建築物の外壁又はこれに代わる柱（自動車車庫その他これに類するものの柱を除く。次号において同じ。）の面から道路の境界線までの距離は、４メートル以上とする。
２　建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から隣地の境界線までの距離は、２メートル以上とする。
	建築物の最高の高さ　１０メートル

	新河岸駅周辺地区地区整備計画区域
	駅前広場周辺地区（新河岸駅周辺地区地区計画の計画図に表示する駅前広場周辺地区をいう。）
	
	
	
	
	建築物（建築物に附属する、床面積５平方メートル以下の物置及び壁面のない構造の自動車車庫その他これに類するものを除く。）の外壁又はこれに代わる柱の面から隣地の境界線までの距離は、０.７メートル以上とする。ただし、敷地面積が２００平方メートル未満の場合は、０.５メートル以上とする。
	建築物の最高の高さ　２０メートル

	
	駅前通り、国道沿道地区（新河岸駅周辺地区地区計画の計画図に表示する駅前通り、国道沿道地区をいう。）
	次の各号のいずれかに該当する建築物以外の建築物
１　ホテル又は旅館
２　マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所、場外車券売場その他これらに類する建築物
	
	
	
	建築物（建築物に附属する、床面積５平方メートル以下の物置及び壁面のない構造の自動車車庫その他これに類するものを除く。）の外壁又はこれに代わる柱の面から隣地の境界線までの距離は、０.７メートル以上とする。ただし、敷地面積が２００平方メートル未満の場合は、０.５メートル以上とする。
	建築物の最高の高さ　１６メートル

	
	住宅地区Ａ（新河岸駅周辺地区地区計画の計画図に表示する住宅地区Ａをいう。）
	
	
	
	１００平方メートル
	建築物（建築物に附属する、床面積５平方メートル以下の物置及び壁面のない構造の自動車車庫その他これに類するものを除く。）の外壁又はこれに代わる柱の面から隣地の境界線までの距離は、０.７メートル以上とする。ただし、敷地面積が２００平方メートル未満の場合は、０.５メートル以上とする。
	建築物の最高の高さ　１２メートル。ただし、学校その他の建築物であってその用途によってやむを得ないと市長が認めるものについては、１６メートルとする。

	
	住宅地区Ｂ－１（新河岸駅周辺地区地区計画の計画図に表示する住宅地区Ｂ－１をいう。）
	法別表第２（ろ）項に掲げる建築物
	
	
	１００平方メートル
	建築物（建築物に附属する、床面積５平方メートル以下の物置及び壁面のない構造の自動車車庫その他これに類するものを除く。）の外壁又はこれに代わる柱の面から隣地の境界線までの距離は、０.７メートル以上とする。ただし、敷地面積が２００平方メートル未満の場合は、０.５メートル以上とする。
	建築物の最高の高さ　１２メートル

	
	住宅地区Ｂ－２（新河岸駅周辺地区地区計画の計画図に表示する住宅地区Ｂ－２をいう。）
	法別表第２（ろ）項に掲げる建築物
	
	
	１００平方メートル
	建築物（建築物に附属する、床面積５平方メートル以下の物置及び壁面のない構造の自動車車庫その他これに類するものを除く。）の外壁又はこれに代わる柱の面から隣地の境界線までの距離は、０.７メートル以上とする。ただし、敷地面積が２００平方メートル未満の場合は、０.５メートル以上とする。
	建築物の最高の高さ　１０メートル

	
	住宅地区Ｂ－３（新河岸駅周辺地区地区計画の計画図に表示する住宅地区Ｂ－３をいう。）
	法別表第２（い）項に掲げる建築物
	
	
	１００平方メートル
	建築物（建築物に附属する、床面積５平方メートル以下の物置及び壁面のない構造の自動車車庫その他これに類するものを除く。）の外壁又はこれに代わる柱の面から隣地の境界線までの距離は、０.７メートル以上とする。ただし、敷地面積が２００平方メートル未満の場合は、０.５メートル以上とする。
	建築物の最高の高さ　１０メートル

	東田町地区地区整備計画区域
	
	１　専用住宅
２　建築基準法施行令第１３０条の３第１号、第２号及び第６号に規定する兼用住宅
３　自治会集会所
４　前３号に規定する建築物に附属する物置及び自動車車庫その他これに類するもの
	１０分の１５
	１０分の５
	１３５平方メートル。ただし、自治会集会場については、この限りでない。
	建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路の境界線までの距離は１メートル以上とし、隣地の境界線までの距離は０.５メートル以上とする。ただし、これらの距離に満たない距離にある建築物又は建築物の部分が次の各号のいずれかに該当するものには適用しない。
１　外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が３メートル以下で、かつ、敷地の境界線までの距離が０.５メートル以上のもの
２　物置その他これに類する用途に供し、軒の高さが２.３メートル以下で、かつ、床面積の合計が５平方メートル以内のもの
３　自動車車庫その他これに類する用途に供し、軒の高さが２.８メートル以下で、かつ、床面積の合計が１５平方メートル以内のもの
	建築物の最高の高さ　１０メートル

	本川越駅西口周辺地区地区整備計画区域

	商業業務地区A(本川越駅西口周辺地区地区計画の計画図に表示する商業業務地区Aをいう。)
	
	
	
	１００平方メートル
	
	

	
	商業業務地区B(本川越駅西口周辺地区地区計画の計画図に表示する商業業務地区Bをいう。)
	
	
	
	１００平方メートル
	
	

	
	商業業務地区C(本川越駅西口周辺地区地区計画の計画図に表示する商業業務地区Cをいう。)
	次の各号のいずれかに該当する建築物以外の建築物
１　カラオケボックス、マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所その他これらに類する建築物
２　倉庫業を営む倉庫
３　畜舎（床面積の合計が１５平方メートルを超えるものに限る。）
４　工場（建築基準法施行令第１３０条の６に定めるものを除く。）
[bookmark: OLE_LINK10]５　火薬類、石油類、ガス等の危険物の貯蔵・処理施設（敷地内建築物の供給処理に伴う貯蔵施設は除く。）
	
	
	１００平方メートル
	
	建築物の最高の高さ　２０メートル。ただし、階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建築物の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の８分の１以内の場合においては、その部分の高さは、５メートルまでは、当該建築物の高さに算入しない。

	
	商業業務地区D(本川越駅西口周辺地区地区計画の計画図に表示する商業業務地区Dをいう。)
	次の各号のいずれかに該当する建築物以外の建築物
１　カラオケボックス、マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所その他これらに類する建築物
２　倉庫業を営む倉庫
３　畜舎（床面積の合計が１５平方メートルを超えるものに限る。）
４　工場（建築基準法施行令第１３０条の６に定めるものを除く。）
５　火薬類、石油類、ガス等の危険物の貯蔵・処理施設（敷地内建築物の供給処理に伴う貯蔵施設は除く。）
	
	
	１００平方メートル
	
	建築物の最高の高さ　２０メートル。ただし、階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建築物の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の８分の１以内の場合においては、その部分の高さは、５メートルまでは、当該建築物の高さに算入しない。

	
	住商共存地区(本川越駅西口周辺地区地区計画の計画図に表示する住商共存地区をいう。)
	次の各号のいずれかに該当する建築物以外の建築物
１　カラオケボックス、マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所その他これらに類する建築物
２　倉庫業を営む倉庫
３　畜舎（床面積の合計が１５平方メートルを超えるものに限る。）
４　工場（建築基準法施行令第１３０条の６に定めるものを除く。）
５　火薬類、石油類、ガス等の危険物の貯蔵・処理施設（敷地内建築物の供給処理に伴う貯蔵施設は除く。）
	
	
	１００平方メートル
	
	建築物の最高の高さ　２０メートル。ただし、階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建築物の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の８分の１以内の場合においては、その部分の高さは、５メートルまでは、当該建築物の高さに算入しない。

	霞ケ関駅北口周辺地区地区整備計画区域
	駅前広場地区(霞ケ関駅北口周辺地区地区計画の計画図に表示する駅前広場地区をいう。)
	次の各号のいずれかに該当する建築物以外の建築物
１　マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所その他これらに類する建築物
２　倉庫業を営む倉庫
３　畜舎（床面積の合計が１５平方メートルを超えるものに限る。）
４　工場（建築基準法施行令第１３０条の６に定めるものを除く。）
５　火薬類、石油類、ガス等の危険物の貯蔵・処理施設（敷地内建築物の供給処理に伴う貯蔵施設は除く。）
	
	
	１３０平方メートル
	建築物（建築物に附属する、床面積５平方メートル以下の物置及び壁面のない構造の自動車車庫その他これに類するものを除く。）の外壁又はこれに代わる柱の面から隣地境界線までの距離は、０.５メートル以上とする。
	建築物の最高の高さ　２０メートル。ただし、階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建築物の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の８分の１以内の場合においては、その部分の高さは、５メートルまでは、当該建築物の高さに算入しない。

	
	住商共存地区Ａ(霞ケ関駅北口周辺地区地区計画の計画図に表示する住商共存地区Ａをいう。)
	次の各号のいずれかに該当する建築物以外の建築物
１　畜舎（床面積の合計が１５平方メートルを超えるものに限る。）
２　工場（建築基準法施行令第１３０条の６に定めるものを除く。）
３　火薬類、石油類、ガス等の危険物の貯蔵・処理施設（敷地内建築物の供給処理に伴う貯蔵施設は除く。）
	
	
	１００平方メートル
	建築物（建築物に附属する、床面積５平方メートル以下の物置及び壁面のない構造の自動車車庫その他これに類するものを除く。）の外壁又はこれに代わる柱の面から隣地境界線までの距離は、０.５メートル以上とする。
	建築物の最高の高さ　１６メートル。ただし、階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建築物の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の８分の１以内の場合においては、その部分の高さは、５メートルまでは、当該建築物の高さに算入しない。

	
	住商共存地区Ｂ(霞ケ関駅北口周辺地区地区計画の計画図に表示する住商共存地区Ｂをいう。)
	次の各号のいずれかに該当する建築物以外の建築物
１　畜舎（床面積の合計が１５平方メートルを超えるものに限る。）
２　工場（建築基準法施行令第１３０条の６に定めるものを除く。）
３　火薬類、石油類、ガス等の危険物の貯蔵・処理施設（敷地内建築物の供給処理に伴う貯蔵施設は除く。）
	
	
	１００平方メートル
	建築物（建築物に附属する、床面積５平方メートル以下の物置及び壁面のない構造の自動車車庫その他これに類するものを除く。）の外壁又はこれに代わる柱の面から隣地境界線までの距離は、０.５メートル以上とする。
	建築物の最高の高さ　１２メートル。ただし、階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建築物の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の８分の１以内の場合においては、その部分の高さは、５メートルまでは、当該建築物の高さに算入しない。

	増形地区地区整備計画区域
	
	次の各号のいずれかに該当する建築物以外の建築物
１　法別表第２(わ)項に掲げる建築物。ただし、物品販売業を営む店舗又は飲食店の用途に供するもののうち、その用途に供する部分の床面積の合計が１５０平方メートル以下のものを除く。
２　カラオケボックスその他これに類する建築物
３　神社、寺院、教会その他これらに類する建築物
４　公衆浴場
５　診療所
６　保育所その他これに類する建築物（当該地区内の事業所のための保育施設を除く。）
７　老人福祉センター、児童厚生施設その他これらに類する建築物
８　自動車教習所
９　畜舎
１０　火葬・墓地管理業又は冠婚葬祭業の用に供する建築物
１１　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第２条第２項に規定する一般廃棄物又は同条第４項に規定する産業廃棄物の処理の用に供する建築物
	
	１０分の６。
ただし、本市に隣接する地方公共団体の区域内にある敷地と一体となった敷地における建築物の建築面積の敷地面積に対する割合を算出する場合において、当該地方公共団体の区域内にある建築物の建築面積及び敷地面積を含めることができる。

	１万平方メートル。
ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。
１　当該地区内の事業所のための保育施設として使用する場合
２　本市に隣接する地方公共団体の区域内にある敷地と一体となった敷地で、敷地面積が１万平方メートル以上を満たしている場合

	建築物等の外壁又はこれに代わる柱の面は、次に掲げる壁面線を越えて建築してはならない。
１　増形地区地区計画の計画図に表示する１号壁面線の道路境界線までの水平距離は、３メートルとする。
２　増形地区地区計画の計画図に表示する２号壁面線の道路境界線までの水平距離は、１５メートルとする。
３　隣地境界線までの水平距離は、２メートルとする。
	建築物の最高の高さ　３１メートル。ただし、敷地面積（本市に隣接する地方公共団体の区域内にある敷地と一体となった敷地の場合には、当該地方公共団体の区域内にある敷地の面積を含めることができる。）が、３万平方メートル以上かつ建築物の外壁等の面から道路境界線までの水平距離が１５メートル以上のものは、高さの最高限度を４０メートルとする。

	[bookmark: _Hlk222478279]圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側笠幡地区地区整備計画区域
	産業Ａ地区（圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側笠幡地区地区計画（以下この部において「圏央鶴ヶ島笠幡地区地区計画」という。）の計画図に表示する産業Ａ地区をいう。）
	次の各号のいずれかに該当する建築物以外の建築物
１　法別表第２(わ)項に掲げる建築物。ただし、物品販売業を営む店舗又は飲食店の用途に供する建築物のうち、その用途に供する部分の床面積の合計が１５０平方メートル以下のものを除く。
２　法別表第２（る）項第１号及び第２号に掲げる建築物
３　カラオケボックスその他これに類する建築物
４　神社、寺院、教会その他これらに類する建築物
５　公衆浴場
６　診療所（当該地区内の事業所のための診療所を除く。以下この部において同じ。）
７　保育所その他これに類する建築物（当該地区内の事業所のための保育施設を除く。以下この部において同じ。）
８　老人福祉センター、児童厚生施設その他これらに類する建築物
９　自動車教習所
１０　畜舎
１１　火葬・墓地管理業又は冠婚葬祭業の用に供する建築物
１２　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第２条第２項に規定する一般廃棄物又は同条第４項に規定する産業廃棄物（以下この部において「一般廃棄物等」という。）の処理の用に供する建築物
１３　レディーミクストコンクリートの製造を営む工場
	
	
	１　１万平方メートル。
２　建築物の敷地が川越都市計画圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側下高萩新田地区地区計画の区域及び坂戸都市計画圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側地区地区計画の区域と一体となった場合における敷地面積は、これらの地区計画の区域内の敷地面積を含めて算定するものとする。
	建築物等の外壁又はこれに代わる柱（屋根、軒、ひさし、階段、ランプウェイ、出窓、ベランダ、バルコニーその他これらに類する建築物の部分を含む。以下この部において同じ。）の面は、次に掲げる壁面線を超えてはならない。ただし、敷地の出入口となる部分については、この限りでない。
１　圏央鶴ヶ島笠幡地区地区計画の計画図に表示する道路境界線及び水路境界線からの水平距離を１０メートルとした壁面線（以下この部において「１号壁面線」という。）
２　圏央鶴ヶ島笠幡地区地区計画の計画図に表示する道路境界線及び水路境界線からの水平距離を２メートルとした壁面線（以下この部において「２号壁面線」という。）。

	１　建築物の最高の高さは、４０メートル以下とする。
２　高さが１０メートルを超える建築物は、冬至日の真太陽時による午前８時から午後４時までの間、平均地盤面からの高さが０メートルの水平面に、圏央鶴ヶ島笠幡地区地区計画の区域、川越都市計画圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側下高萩新田地区地区計画の区域及び坂戸都市計画圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側地区地区計画の区域が一体となった区域（以下この部において「圏央鶴ヶ島インターチェンジ周辺地区の区域」という。）を越える範囲（都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第８条第１項第１号に規定する工業地域及び工業専用地域、道路並びに水路を除く。以下この部において同じ。） において、３時間以上日影となる部分を生じさせることのないものとしなければならない。
３　同一の敷地内に２以上の建築物がある場合においては、これらの建築物を一の建築物とみなして、前号の規定を適用する。
４　階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建築物の屋上部分及び棟飾、防火壁の屋上突出部その他これらに類する屋上突出物（避雷針等を除く。）は、当該建築物の高さに算入する。
５　前号に規定するもの並びに建築物と一体となって屋上に設置する工作物及び建築設備（避雷針等を除く。）の高さは、５メートル以下とする。
６　前各号の規定は、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１６号に規定する電気事業（同項第２号に規定する小売電気事業を除く。以下この部において「電気事業」という。）の用に供する施設については、適用しない。

	
	産業Ｂ地区（圏央鶴ヶ島笠幡地区地区計画の計画図に表示する産業Ｂ地区をいう。）
	次の各号のいずれかに該当する建築物以外の建築物
１　法別表第２(わ)項に掲げる建築物。ただし、物品販売業を営む店舗又は飲食店の用途に供する建築物のうち、その用途に供する部分の床面積の合計が１５０平方メートル以下のものを除く。
２　法別表第２（る）項第１号及び第２号に掲げる建築物
３　カラオケボックスその他これに類する建築物
４　神社、寺院、教会その他これらに類する建築物
５　公衆浴場
６　診療所
７　保育所その他これに類する建築物
８　老人福祉センター、児童厚生施設その他これらに類する建築物
９　自動車教習所
１０　畜舎
１１　火葬・墓地管理業又は冠婚葬祭業の用に供する建築物
１２　一般廃棄物等の処理の用に供する建築物
１３　レディーミクストコンクリートの製造を営む工場
	
	
	１　６,０００平方メートル
２　建築物の敷地が川越都市計画圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側下高萩新田地区地区計画の区域及び坂戸都市計画圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側地区地区計画の区域と一体となった場合における敷地面積は、これらの地区計画の区域内の敷地面積を含めて算定するものとする。
	建築物等の外壁又はこれに代わる柱の面は、１号壁面線及び２号壁面線を超えてはならない。ただし、敷地の出入口となる部分については、この限りでない。
	１　建築物の最高の高さは、３１メートル以下とする。
２　高さが１０メートルを超える建築物は、冬至日の真太陽時による午前８時から午後４時までの間、平均地盤面からの高さが０メートルの水平面に、圏央鶴ヶ島インターチェンジ周辺地区の区域を越える範囲において、３時間以上日影となる部分を生じさせることのないものとしなければならない。
３　同一の敷地内に２以上の建築物がある場合においては、これらの建築物を一の建築物とみなして、前号の規定を適用する。
４　階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建築物の屋上部分及び棟飾、防火壁の屋上突出部その他これらに類する屋上突出物（避雷針等を除く。）は、当該建築物の高さに算入する。
５　前号に規定するもの並びに建築物と一体となって屋上に設置する工作物及び建築設備（避雷針等を除く。）の高さは、５メートル以下とする。
６　前各号の規定は、電気事業の用に供する施設については、適用しない。

	
	産業Ｃ地区（圏央鶴ヶ島笠幡地区地区計画の計画図に表示する産業Ｃ地区をいう。）
	次の各号のいずれかに該当する建築物以外の建築物
１　法別表第２(わ)項に掲げる建築物。ただし、物品販売業を営む店舗又は飲食店の用途に供する建築物のうち、その用途に供する部分の床面積の合計が１５０平方メートル以下のものを除く。
２　法別表第２（る）項第１号及び第２号に掲げる建築物
３　カラオケボックスその他これに類する建築物
４　神社、寺院、教会その他これらに類する建築物
５　公衆浴場
６　診療所
７　保育所その他これに類する建築物
８　老人福祉センター、児童厚生施設その他これらに類する建築物
９　自動車教習所
１０　畜舎
１１　火葬・墓地管理業又は冠婚葬祭業の用に供する建築物
１２　一般廃棄物等の処理の用に供する建築物
１３　レディーミクストコンクリートの製造を営む工場
	
	
	１　１万平方メートル
２　建築物の敷地が川越都市計画圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側下高萩新田地区地区計画の区域及び坂戸都市計画圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側地区地区計画の区域と一体となった場合における敷地面積は、これらの地区計画の区域内の敷地面積を含めて算定するものとする。

	建築物の外壁又はこれに代わる柱の面は、１号壁面線及び２号壁面線を超えてはならない。ただし、敷地の出入口となる部分については、この限りでない。

	１　建築物の最高の高さは、３１メートル以下とする。
２　高さが１０メートルを超える建築物は、冬至日の真太陽時による午前８時から午後４時までの間、平均地盤面からの高さが０メートルの水平面に、圏央鶴ヶ島インターチェンジ周辺地区の区域を越える範囲において、３時間以上日影となる部分を生じさせることのないものとしなければならない。
３　同一の敷地内に２以上の建築物がある場合においては、これらの建築物を一の建築物とみなして、前号の規定を適用する。
４　階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建築物の屋上部分及び棟飾、防火壁の屋上突出部その他これらに類する屋上突出物（避雷針等を除く。）は、当該建築物の高さに算入する。
５　前号に規定するもの並びに建築物と一体となって屋上に設置する工作物及び建築設備（避雷針等を除く。）の高さは５メートル以下とする。
６　前各号の規定は、電気事業の用に供する施設については、適用しない。

	中福地区地区整備計画区域

	[bookmark: OLE_LINK2]産業Ａ地区（中福地区地区計画の計画図に表示する産業Ａ地区をいう。）
	⑴　データセンター（データの処理を目的とした電子計算機及びデータ通信のための装置の設置並びに運用を行う専用施設をいう。）の用に供する建築物
⑵　前号に規定する建築物に附属する建築物
⑶　事務所（統計法（平成１９年法律第５３号）第２条第９号に規定する統計基準である日本標準産業分類に掲げる大分類のうち次に掲げるものの事業の用に供するものを除く。）
ア　Ｃ鉱業、採石業、砂利採取業
イ　Ｄ建設業
ウ　Ｈ運輸業、郵便業
エ　Ｉ卸売業、小売業
オ　Ｋ不動産業、物品賃貸業
カ　Ｑ複合サービス事業
キ　Ｒサービス業（他に分類されないもの）
	
	
	１０，０００平方メートル
	建築物の外壁又はこれに代わる柱（屋根、軒、ひさし、階段、出窓、ベランダ、バルコニーその他これらに類する建築物の部分を含む。以下この部において同じ。）の面は、次に掲げる壁面線を超えてはならない。ただし、敷地の出入口となる部分については、この限りでない。
⑴　中福地区地区計画の計画図に表示する道路境界線及び隣地境界線からの水平距離を２０メートルとした壁面線
⑵　中福地区地区計画の計画図に表示する道路境界線及び隣地境界線からの水平距離を１５メートルとした壁面線
⑶　中福地区地区計画の計画図に表示する道路境界線及び隣地境界線からの水平距離を２メートルとした壁面線（以下この部において「３号壁面線」という。）
	建築物の最高の高さ　３１メートル。ただし、敷地面積が２０，０００平方メートル以上かつ建築物の外壁等の面から県道狭山ふじみ野線の道路境界線までの水平距離が２０メートル以上のものは、高さの最高限度を４０メートルとする。




	
	産業Ｂ地区（中福地区地区計画の計画図に表示する産業Ｂ地区をいう。）
	次の各号のいずれかに該当する建築物以外の建築物
⑴　法別表第２（わ）項に掲げる建築物。ただし、共同住宅、寄宿舎又は下宿の用途に供するもののうち当該地区内の事業所の従業員のためのものを除く。
⑵　店舗（前号に掲げる建築物を除く。）その他これに類する建築物
⑶　カラオケボックスその他これに類する建築物
⑷　郵便局
⑸　神社、寺院、教会その他これらに類する建築物
⑹　公衆浴場
⑺　診療所
[bookmark: OLE_LINK1]⑻　保育所その他これに類する建築物
⑼　老人福祉センター、児童厚生施設その他これらに類する建築物
⑽　自動車教習所
⑾　自動車車庫その他これに類する建築物（建築物に附属するものを除く。）
⑿　倉庫（建築物に附属するものを除く。）
⒀　工場
⒁　火薬類、石油類、ガス等の危険物の貯蔵・処理施設（敷地内建築物の供給処理に伴う貯蔵施設を除く。）
⒂　火葬・墓地管理業又は冠婚葬祭業の用に供する建築物
⒃　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第２条第２項に規定する一般廃棄物又は同条第４項に規定する産業廃棄物の処理の用に供する建築物
	
	
	１，０００平方メートル
	建築物の外壁又はこれに代わる柱の面は、３号壁面線を超えてはならない。ただし、敷地の出入口となる部分については、この限りでない。
	建築物の最高の高さ　１０メートル



	別表第２（第４条―第９条関係）
	名称
	計画地区
	ア
	イ
	ウ
	エ
	オ
	カ

	上戸新町地区地区整備計画区域
	Ａ地区（上戸新町地区地区計画の計画図に表示するＡ地区をいう。）
	１　住宅（長屋、共同住宅及び店舗兼用住宅を除く。以下同じ。）
２　自治会集会所
３　公益上必要な建築物
４　前３号に規定する建築物に附属する物置及び自動車車庫その他これに類するもの。ただし、第１号に規定する建築物に附属する物置は、面積５平方メートル以下、最大幅３メートル以下、軒の高さ２.３メートル以下とし、自動車車庫その他これに類するものは、面積１５平方メートル以下で、壁面のない構造とする。
	１０分の１０
	１０分の５
	１３５平方メートル。ただし、路地状敷地については、路地状部分を除いた面積とする。
	建築物（物置及び自動車車庫その他これに類するものを除く。）の外壁又はこれに代わる柱の面から敷地の境界線までの距離は、１メートル以上とする。ただし、敷地面積が次の各号のいずれかに該当する場合は、当該各号に定める距離以上とする。
１　１００平方メートル未満の場合　０.５メートル
２　１００平方メートル以上１３５平方メートル未満の場合　南北１メートル、東西０.８メートル
	１　建築物の最高の高さ　９メートル
２　建築物の各部分の高さ　当該部分から前面道路の反対側の境界線又は隣地境界線までの真北方向の水平距離に１.２５を乗じて得た数値に５メートルを加えた数値

	
	Ｂ地区（上戸新町地区地区計画の計画図に表示するＢ地区をいう。）
	１　住宅
２　共同住宅
３　店舗兼用住宅
４　公益上必要な建築物
５　前各号に規定する建築物に附属する物置及び自動車車庫その他これに類するもの。ただし、第１号に規定する建築物に附属する物置は、面積５平方メートル以下、最大幅３メートル以下、軒の高さ２.３メートル以下とし、自動車車庫その他これに類するものは、面積１５平方メートル以下で、壁面のない構造とする。
	１０分の１０
	１０分の５
	１３５平方メートル。ただし、路地状敷地については、路地状部分を除いた面積とする。
	建築物（物置及び自動車車庫その他これに類するものを除く。）の外壁又はこれに代わる柱の面から敷地の境界線までの距離は、１メートル以上とする。ただし、敷地面積が次の各号のいずれかに該当する場合は、当該各号に定める距離以上とする。
１　１００平方メートル未満の場合　０.５メートル
２　１００平方メートル以上１３５平方メートル未満の場合　南北１メートル、東西０.８メートル
	１　建築物の最高の高さ　９メートル
２　建築物の各部分の高さ　当該部分から前面道路の反対側の境界線又は隣地境界線までの真北方向の水平距離に１.２５を乗じて得た数値に５メートルを加えた数値

	鴨田地区地区整備計画区域
	工業団地地区（鴨田地区地区計画の計画図に表示する工業団地地区をいう。）
	次の各号のいずれかに該当する建築物以外の建築物
１　法別表第２（わ）項に掲げる建築物。ただし、物品販売業を営む店舗（専ら性的好奇心をそそる写真その他の物品の販売を目的とする店舗その他これに類するものを除く。）又は飲食店の用途に供する建築物のうち、その用途に供する部分の床面積の合計が１５０平方メートル以下のものを除く。

２　カラオケボックスその他これに類する建築物
３　神社、寺院、教会その他これらに類する建築物
４　公衆浴場
５　診療所
６　老人福祉センター、児童厚生施設その他これらに類する建築物
７　自動車教習所
８　畜舎
	
	１０分の６
	３,０００平方メートル
	１　建築物の外壁又はこれに代わる柱（自動車車庫その他これに類するものの柱を除く。次号から第４号までにおいて同じ。）の面から道路の境界線までの距離は、次号に規定するものを除き、４メートル以上とする。
２　道路に接して１５メートル又は７.５メートルの緩衝帯を設けた箇所は、建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路の境界線までの距離は、当該緩衝帯の幅以上とする。
３　建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から隣地の境界線までの距離は、次号に規定するものを除き、２メートル以上とする。
４　建築物の敷地が調整池の北側に接している場合は、建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から調整池の北側の境界線までの距離は、４メートル以上とする。
	建築物の最高の高さ　２５メートル

	
	周辺地区（鴨田地区地区計画の計画図に表示する周辺地区をいう。）
	１　農業の生産資材の貯蔵又は保管の用に供する建築物
２　農機具等収納施設
	
	１０分の６
	
	１　建築物の外壁又はこれに代わる柱（自動車車庫その他これに類するものの柱を除く。次号において同じ。）の面から道路の境界線までの距離は、４メートル以上とする。
２　建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から隣地の境界線までの距離は、２メートル以上とする。
	建築物の最高の高さ　１０メートル

	新河岸駅周辺地区地区整備計画区域
	駅前広場周辺地区（新河岸駅周辺地区地区計画の計画図に表示する駅前広場周辺地区をいう。）
	
	
	
	
	建築物（建築物に附属する、床面積５平方メートル以下の物置及び壁面のない構造の自動車車庫その他これに類するものを除く。）の外壁又はこれに代わる柱の面から隣地の境界線までの距離は、０.７メートル以上とする。ただし、敷地面積が２００平方メートル未満の場合は、０.５メートル以上とする。
	建築物の最高の高さ　２０メートル

	
	駅前通り、国道沿道地区（新河岸駅周辺地区地区計画の計画図に表示する駅前通り、国道沿道地区をいう。）
	次の各号のいずれかに該当する建築物以外の建築物
１　ホテル又は旅館
２　マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所、場外車券売場その他これらに類する建築物
	
	
	
	建築物（建築物に附属する、床面積５平方メートル以下の物置及び壁面のない構造の自動車車庫その他これに類するものを除く。）の外壁又はこれに代わる柱の面から隣地の境界線までの距離は、０.７メートル以上とする。ただし、敷地面積が２００平方メートル未満の場合は、０.５メートル以上とする。
	建築物の最高の高さ　１６メートル

	
	住宅地区Ａ（新河岸駅周辺地区地区計画の計画図に表示する住宅地区Ａをいう。）
	
	
	
	１００平方メートル
	建築物（建築物に附属する、床面積５平方メートル以下の物置及び壁面のない構造の自動車車庫その他これに類するものを除く。）の外壁又はこれに代わる柱の面から隣地の境界線までの距離は、０.７メートル以上とする。ただし、敷地面積が２００平方メートル未満の場合は、０.５メートル以上とする。
	建築物の最高の高さ　１２メートル。ただし、学校その他の建築物であってその用途によってやむを得ないと市長が認めるものについては、１６メートルとする。

	
	住宅地区Ｂ－１（新河岸駅周辺地区地区計画の計画図に表示する住宅地区Ｂ－１をいう。）
	法別表第２（ろ）項に掲げる建築物
	
	
	１００平方メートル
	建築物（建築物に附属する、床面積５平方メートル以下の物置及び壁面のない構造の自動車車庫その他これに類するものを除く。）の外壁又はこれに代わる柱の面から隣地の境界線までの距離は、０.７メートル以上とする。ただし、敷地面積が２００平方メートル未満の場合は、０.５メートル以上とする。
	建築物の最高の高さ　１２メートル

	
	住宅地区Ｂ－２（新河岸駅周辺地区地区計画の計画図に表示する住宅地区Ｂ－２をいう。）
	法別表第２（ろ）項に掲げる建築物
	
	
	１００平方メートル
	建築物（建築物に附属する、床面積５平方メートル以下の物置及び壁面のない構造の自動車車庫その他これに類するものを除く。）の外壁又はこれに代わる柱の面から隣地の境界線までの距離は、０.７メートル以上とする。ただし、敷地面積が２００平方メートル未満の場合は、０.５メートル以上とする。
	建築物の最高の高さ　１０メートル

	
	住宅地区Ｂ－３（新河岸駅周辺地区地区計画の計画図に表示する住宅地区Ｂ－３をいう。）
	法別表第２（い）項に掲げる建築物
	
	
	１００平方メートル
	建築物（建築物に附属する、床面積５平方メートル以下の物置及び壁面のない構造の自動車車庫その他これに類するものを除く。）の外壁又はこれに代わる柱の面から隣地の境界線までの距離は、０.７メートル以上とする。ただし、敷地面積が２００平方メートル未満の場合は、０.５メートル以上とする。
	建築物の最高の高さ　１０メートル

	東田町地区地区整備計画区域
	
	１　専用住宅
２　建築基準法施行令第１３０条の３第１号、第２号及び第６号に規定する兼用住宅
３　自治会集会所
４　前３号に規定する建築物に附属する物置及び自動車車庫その他これに類するもの
	１０分の１５
	１０分の５
	１３５平方メートル。ただし、自治会集会場については、この限りでない。
	建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路の境界線までの距離は１メートル以上とし、隣地の境界線までの距離は０.５メートル以上とする。ただし、これらの距離に満たない距離にある建築物又は建築物の部分が次の各号のいずれかに該当するものには適用しない。
１　外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が３メートル以下で、かつ、敷地の境界線までの距離が０.５メートル以上のもの
２　物置その他これに類する用途に供し、軒の高さが２.３メートル以下で、かつ、床面積の合計が５平方メートル以内のもの
３　自動車車庫その他これに類する用途に供し、軒の高さが２.８メートル以下で、かつ、床面積の合計が１５平方メートル以内のもの
	建築物の最高の高さ　１０メートル

	本川越駅西口周辺地区地区整備計画区域

	商業業務地区A(本川越駅西口周辺地区地区計画の計画図に表示する商業業務地区Aをいう。)
	
	
	
	１００平方メートル
	
	

	
	商業業務地区B(本川越駅西口周辺地区地区計画の計画図に表示する商業業務地区Bをいう。)
	
	
	
	１００平方メートル
	
	

	
	商業業務地区C(本川越駅西口周辺地区地区計画の計画図に表示する商業業務地区Cをいう。)
	次の各号のいずれかに該当する建築物以外の建築物
１　カラオケボックス、マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所その他これらに類する建築物
２　倉庫業を営む倉庫
３　畜舎（床面積の合計が１５平方メートルを超えるものに限る。）
４　工場（建築基準法施行令第１３０条の６に定めるものを除く。）
５　火薬類、石油類、ガス等の危険物の貯蔵・処理施設（敷地内建築物の供給処理に伴う貯蔵施設は除く。）
	
	
	１００平方メートル
	
	建築物の最高の高さ　２０メートル。ただし、階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建築物の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の８分の１以内の場合においては、その部分の高さは、５メートルまでは、当該建築物の高さに算入しない。

	
	商業業務地区D(本川越駅西口周辺地区地区計画の計画図に表示する商業業務地区Dをいう。)
	次の各号のいずれかに該当する建築物以外の建築物
１　カラオケボックス、マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所その他これらに類する建築物
２　倉庫業を営む倉庫
３　畜舎（床面積の合計が１５平方メートルを超えるものに限る。）
４　工場（建築基準法施行令第１３０条の６に定めるものを除く。）
５　火薬類、石油類、ガス等の危険物の貯蔵・処理施設（敷地内建築物の供給処理に伴う貯蔵施設は除く。）
	
	
	１００平方メートル
	
	建築物の最高の高さ　２０メートル。ただし、階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建築物の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の８分の１以内の場合においては、その部分の高さは、５メートルまでは、当該建築物の高さに算入しない。

	
	住商共存地区(本川越駅西口周辺地区地区計画の計画図に表示する住商共存地区をいう。)
	次の各号のいずれかに該当する建築物以外の建築物
１　カラオケボックス、マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所その他これらに類する建築物
２　倉庫業を営む倉庫
３　畜舎（床面積の合計が１５平方メートルを超えるものに限る。）
４　工場（建築基準法施行令第１３０条の６に定めるものを除く。）
５　火薬類、石油類、ガス等の危険物の貯蔵・処理施設（敷地内建築物の供給処理に伴う貯蔵施設は除く。）
	
	
	１００平方メートル
	
	建築物の最高の高さ　２０メートル。ただし、階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建築物の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の８分の１以内の場合においては、その部分の高さは、５メートルまでは、当該建築物の高さに算入しない。

	霞ケ関駅北口周辺地区地区整備計画区域
	駅前広場地区(霞ケ関駅北口周辺地区地区計画の計画図に表示する駅前広場地区をいう。)
	次の各号のいずれかに該当する建築物以外の建築物
１　マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所その他これらに類する建築物
２　倉庫業を営む倉庫
３　畜舎（床面積の合計が１５平方メートルを超えるものに限る。）
４　工場（建築基準法施行令第１３０条の６に定めるものを除く。）
５　火薬類、石油類、ガス等の危険物の貯蔵・処理施設（敷地内建築物の供給処理に伴う貯蔵施設は除く。）
	
	
	１３０平方メートル
	建築物（建築物に附属する、床面積５平方メートル以下の物置及び壁面のない構造の自動車車庫その他これに類するものを除く。）の外壁又はこれに代わる柱の面から隣地境界線までの距離は、０.５メートル以上とする。
	建築物の最高の高さ　２０メートル。ただし、階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建築物の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の８分の１以内の場合においては、その部分の高さは、５メートルまでは、当該建築物の高さに算入しない。

	
	住商共存地区Ａ(霞ケ関駅北口周辺地区地区計画の計画図に表示する住商共存地区Ａをいう。)
	次の各号のいずれかに該当する建築物以外の建築物
１　畜舎（床面積の合計が１５平方メートルを超えるものに限る。）
２　工場（建築基準法施行令第１３０条の６に定めるものを除く。）
３　火薬類、石油類、ガス等の危険物の貯蔵・処理施設（敷地内建築物の供給処理に伴う貯蔵施設は除く。）
	
	
	１００平方メートル
	建築物（建築物に附属する、床面積５平方メートル以下の物置及び壁面のない構造の自動車車庫その他これに類するものを除く。）の外壁又はこれに代わる柱の面から隣地境界線までの距離は、０.５メートル以上とする。
	建築物の最高の高さ　１６メートル。ただし、階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建築物の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の８分の１以内の場合においては、その部分の高さは、５メートルまでは、当該建築物の高さに算入しない。

	
	住商共存地区Ｂ(霞ケ関駅北口周辺地区地区計画の計画図に表示する住商共存地区Ｂをいう。)
	次の各号のいずれかに該当する建築物以外の建築物
１　畜舎（床面積の合計が１５平方メートルを超えるものに限る。）
２　工場（建築基準法施行令第１３０条の６に定めるものを除く。）
３　火薬類、石油類、ガス等の危険物の貯蔵・処理施設（敷地内建築物の供給処理に伴う貯蔵施設は除く。）
	
	
	１００平方メートル
	建築物（建築物に附属する、床面積５平方メートル以下の物置及び壁面のない構造の自動車車庫その他これに類するものを除く。）の外壁又はこれに代わる柱の面から隣地境界線までの距離は、０.５メートル以上とする。
	建築物の最高の高さ　１２メートル。ただし、階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建築物の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の８分の１以内の場合においては、その部分の高さは、５メートルまでは、当該建築物の高さに算入しない。

	増形地区地区整備計画区域
	
	次の各号のいずれかに該当する建築物以外の建築物
１　法別表第２(わ)項に掲げる建築物。ただし、物品販売業を営む店舗又は飲食店の用途に供するもののうち、その用途に供する部分の床面積の合計が１５０平方メートル以下のものを除く。
２　カラオケボックスその他これに類する建築物
３　神社、寺院、教会その他これらに類する建築物
４　公衆浴場
５　診療所
６　保育所その他これに類する建築物（当該地区内の事業所のための保育施設を除く。）
７　老人福祉センター、児童厚生施設その他これらに類する建築物
８　自動車教習所
９　畜舎
１０　火葬・墓地管理業又は冠婚葬祭業の用に供する建築物
１１　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第２条第２項に規定する一般廃棄物又は同条第４項に規定する産業廃棄物の処理の用に供する建築物
	
	１０分の６。
ただし、本市に隣接する地方公共団体の区域内にある敷地と一体となった敷地における建築物の建築面積の敷地面積に対する割合を算出する場合において、当該地方公共団体の区域内にある建築物の建築面積及び敷地面積を含めることができる。





	１万平方メートル。
ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。
１　当該地区内の事業所のための保育施設として使用する場合
２　本市に隣接する地方公共団体の区域内にある敷地と一体となった敷地で、敷地面積が１万平方メートル以上を満たしている場合

	建築物等の外壁又はこれに代わる柱の面は、次に掲げる壁面線を越えて建築してはならない。
１　増形地区地区計画の計画図に表示する１号壁面線の道路境界線までの水平距離は、３メートルとする。
２　増形地区地区計画の計画図に表示する２号壁面線の道路境界線までの水平距離は、１５メートルとする。
３　隣地境界線までの水平距離は、２メートルとする。
	建築物の最高の高さ　３１メートル。ただし、敷地面積（本市に隣接する地方公共団体の区域内にある敷地と一体となった敷地の場合には、当該地方公共団体の区域内にある敷地の面積を含めることができる。）が、３万平方メートル以上かつ建築物の外壁等の面から道路境界線までの水平距離が１５メートル以上のものは、高さの最高限度を４０メートルとする。

	圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側笠幡地区地区整備計画区域
	産業Ａ地区（圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側笠幡地区地区計画（以下この部において「圏央鶴ヶ島笠幡地区地区計画」という。）の計画図に表示する産業Ａ地区をいう。）
	次の各号のいずれかに該当する建築物以外の建築物
１　法別表第２(わ)項に掲げる建築物。ただし、物品販売業を営む店舗又は飲食店の用途に供する建築物のうち、その用途に供する部分の床面積の合計が１５０平方メートル以下のものを除く。
２　法別表第２（る）項第１号及び第２号に掲げる建築物
３　カラオケボックスその他これに類する建築物
４　神社、寺院、教会その他これらに類する建築物
５　公衆浴場
６　診療所（当該地区内の事業所のための診療所を除く。以下この部において同じ。）
７　保育所その他これに類する建築物（当該地区内の事業所のための保育施設を除く。以下この部において同じ。）
８　老人福祉センター、児童厚生施設その他これらに類する建築物
９　自動車教習所
１０　畜舎
１１　火葬・墓地管理業又は冠婚葬祭業の用に供する建築物
１２　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第２条第２項に規定する一般廃棄物又は同条第４項に規定する産業廃棄物（以下この部において「一般廃棄物等」という。）の処理の用に供する建築物
１３　レディーミクストコンクリートの製造を営む工場
	
	
	１　１万平方メートル。
２　建築物の敷地が川越都市計画圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側下高萩新田地区地区計画の区域及び坂戸都市計画圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側地区地区計画の区域と一体となった場合における敷地面積は、これらの地区計画の区域内の敷地面積を含めて算定するものとする。
	建築物等の外壁又はこれに代わる柱（屋根、軒、ひさし、階段、ランプウェイ、出窓、ベランダ、バルコニーその他これらに類する建築物の部分を含む。以下この部において同じ。）の面は、次に掲げる壁面線を超えてはならない。ただし、敷地の出入口となる部分については、この限りでない。
１　圏央鶴ヶ島笠幡地区地区計画の計画図に表示する道路境界線及び水路境界線からの水平距離を１０メートルとした壁面線（以下この部において「１号壁面線」という。）
２　圏央鶴ヶ島笠幡地区地区計画の計画図に表示する道路境界線及び水路境界線からの水平距離を２メートルとした壁面線（以下この部において「２号壁面線」という。）。

	１　建築物の最高の高さは、４０メートル以下とする。
２　高さが１０メートルを超える建築物は、冬至日の真太陽時による午前８時から午後４時までの間、平均地盤面からの高さが０メートルの水平面に、圏央鶴ヶ島笠幡地区地区計画の区域、川越都市計画圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側下高萩新田地区地区計画の区域及び坂戸都市計画圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側地区地区計画の区域が一体となった区域（以下この部において「圏央鶴ヶ島インターチェンジ周辺地区の区域」という。）を越える範囲（都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第８条第１項第１号に規定する工業地域及び工業専用地域、道路並びに水路を除く。以下この部において同じ。） において、３時間以上日影となる部分を生じさせることのないものとしなければならない。
３　同一の敷地内に２以上の建築物がある場合においては、これらの建築物を一の建築物とみなして、前号の規定を適用する。
４　階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建築物の屋上部分及び棟飾、防火壁の屋上突出部その他これらに類する屋上突出物（避雷針等を除く。）は、当該建築物の高さに算入する。
５　前号に規定するもの並びに建築物と一体となって屋上に設置する工作物及び建築設備（避雷針等を除く。）の高さは、５メートル以下とする。
６　前各号の規定は、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１６号に規定する電気事業（同項第２号に規定する小売電気事業を除く。以下この部において「電気事業」という。）の用に供する施設については、適用しない。

	
	産業Ｂ地区（圏央鶴ヶ島笠幡地区地区計画の計画図に表示する産業Ｂ地区をいう。）
	次の各号のいずれかに該当する建築物以外の建築物
１　法別表第２(わ)項に掲げる建築物。ただし、物品販売業を営む店舗又は飲食店の用途に供する建築物のうち、その用途に供する部分の床面積の合計が１５０平方メートル以下のものを除く。
２　法別表第２（る）項第１号及び第２号に掲げる建築物
３　カラオケボックスその他これに類する建築物
４　神社、寺院、教会その他これらに類する建築物
５　公衆浴場
６　診療所
７　保育所その他これに類する建築物
８　老人福祉センター、児童厚生施設その他これらに類する建築物
９　自動車教習所
１０　畜舎
１１　火葬・墓地管理業又は冠婚葬祭業の用に供する建築物
１２　一般廃棄物等の処理の用に供する建築物
１３　レディーミクストコンクリートの製造を営む工場
	
	
	１　６,０００平方メートル
２　建築物の敷地が川越都市計画圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側下高萩新田地区地区計画の区域及び坂戸都市計画圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側地区地区計画の区域と一体となった場合における敷地面積は、これらの地区計画の区域内の敷地面積を含めて算定するものとする。
	建築物等の外壁又はこれに代わる柱の面は、１号壁面線及び２号壁面線を超えてはならない。ただし、敷地の出入口となる部分については、この限りでない。
	１　建築物の最高の高さは、３１メートル以下とする。
２　高さが１０メートルを超える建築物は、冬至日の真太陽時による午前８時から午後４時までの間、平均地盤面からの高さが０メートルの水平面に、圏央鶴ヶ島インターチェンジ周辺地区の区域を越える範囲において、３時間以上日影となる部分を生じさせることのないものとしなければならない。
３　同一の敷地内に２以上の建築物がある場合においては、これらの建築物を一の建築物とみなして、前号の規定を適用する。
４　階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建築物の屋上部分及び棟飾、防火壁の屋上突出部その他これらに類する屋上突出物（避雷針等を除く。）は、当該建築物の高さに算入する。
５　前号に規定するもの並びに建築物と一体となって屋上に設置する工作物及び建築設備（避雷針等を除く。）の高さは、５メートル以下とする。
６　前各号の規定は、電気事業の用に供する施設については、適用しない。

	
	産業Ｃ地区（圏央鶴ヶ島笠幡地区地区計画の計画図に表示する産業Ｃ地区をいう。）
	次の各号のいずれかに該当する建築物以外の建築物
１　法別表第２(わ)項に掲げる建築物。ただし、物品販売業を営む店舗又は飲食店の用途に供する建築物のうち、その用途に供する部分の床面積の合計が１５０平方メートル以下のものを除く。
２　法別表第２（る）項第１号及び第２号に掲げる建築物
３　カラオケボックスその他これに類する建築物
４　神社、寺院、教会その他これらに類する建築物
５　公衆浴場
６　診療所
７　保育所その他これに類する建築物
８　老人福祉センター、児童厚生施設その他これらに類する建築物
９　自動車教習所
１０　畜舎
１１　火葬・墓地管理業又は冠婚葬祭業の用に供する建築物
１２　一般廃棄物等の処理の用に供する建築物
１３　レディーミクストコンクリートの製造を営む工場
	
	
	１　１万平方メートル
２　建築物の敷地が川越都市計画圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側下高萩新田地区地区計画の区域及び坂戸都市計画圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側地区地区計画の区域と一体となった場合における敷地面積は、これらの地区計画の区域内の敷地面積を含めて算定するものとする。

	建築物の外壁又はこれに代わる柱の面は、１号壁面線及び２号壁面線を超えてはならない。ただし、敷地の出入口となる部分については、この限りでない。

	１　建築物の最高の高さは、３１メートル以下とする。
２　高さが１０メートルを超える建築物は、冬至日の真太陽時による午前８時から午後４時までの間、平均地盤面からの高さが０メートルの水平面に、圏央鶴ヶ島インターチェンジ周辺地区の区域を越える範囲において、３時間以上日影となる部分を生じさせることのないものとしなければならない。
３　同一の敷地内に２以上の建築物がある場合においては、これらの建築物を一の建築物とみなして、前号の規定を適用する。
４　階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建築物の屋上部分及び棟飾、防火壁の屋上突出部その他これらに類する屋上突出物（避雷針等を除く。）は、当該建築物の高さに算入する。
５　前号に規定するもの並びに建築物と一体となって屋上に設置する工作物及び建築設備（避雷針等を除く。）の高さは５メートル以下とする。
６　前各号の規定は、電気事業の用に供する施設については、適用しない。






2／26

